みやざき創業サポート事業運営業務仕様書

１　業務の目的

　　本市は、平成２６年６月に産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画の認定を受け、各商工団体、金融機関等と連携し、各種創業支援策に取り組んでいるところである。さらには、“マチナカ３０００”プロジェクトとして、令和６年度までに、クリエイティブ産業等を始めとした３，０００人の雇用創出に重点的に取り組み、その経済活動により地域経済の活性化を目指している。

　　このような中、高千穂通りに設置した創業支援施設『みやざき創業サポート室』（以下「サポート室」という。）を効率的かつ効果的に管理運営することで、本市における創業の増加や雇用創出を図り、地域経済の活性化を目指す。

２　募集の概要
　⑴運営業務を委託する名称及び所在地

　　名　称：みやざき創業サポート室

所在地：宮崎市橘通東４丁目７番２８号TOKIWA３０ビル２階
　
　⑵業務委託期間
　　令和３年４月１日～令和７年３月３１日まで
　　運営を継続することが適当でないと認めるときは、協議の上解約することとする。

　⑶委託料
　　８，８７２千円／年
　【参考】
　　・業務委託料積算の参考額（４年間の合計額：３５，４８８千円）
	
	年額
	４年間の合計

	人件費（給与等）
	６，８４０千円
	２７，３６０千円

	施設管理費（通信運搬費など）
	１００千円
	４００千円

	事業費（報償費、消耗品費など）
	１，１２６千円
	４，５０４千円

	諸経費
	８０６千円
	３，２２４千円

	合計
	８，８７２千円
	３５，４８８千円


　⑷業務委託料の支払時期
　　業務委託料の支払いは、会計年度（４月１日から翌年の３月３１日まで）ごとに上半
期と下半期の２回に分割して、成果報告会実施後に支払うこととする。
３　業務の内容

　⑴　サポート室の管理運営

　　①使用者に関すること

　　・パンフレット、チラシ、ホームページ等により、使用者の募集（周知）を行うこと。

　　・使用者を選考するための委員会の開催及び運営をし、使用者を決定すること。

　　・４年間で３０名の創業者の創出を目標とすること。

　　②施設に関すること

　　・平日（月曜日から金曜日で祝日を除く）の９時から１７時まで施設を開錠し（但し、１２月２９日から１月３日を除く）、出入管理に関する書類等を整備することにより、適切に管理運営すること。

　　・施設内の会議室及びフリースペースは、原則として使用者及び発注者である宮崎市が、営業行為を除き創業に資する目的で使用する場合のみ貸借できるものとし、使用状況について記録するなど、適切な管理運営を行うこと。

　　・管理運営に関して、必要な消耗品、什器等の整備及び管理を行うこと。

　　・軽微な破損又は故障が生じた際に、修理又は修繕を行うこと。

　　・保守点検（空調）及び清掃（換気フィルター・フロア）を行うこと。

　⑵　インキュベーションマネージャーの配置

　　　受注者は委託契約締結後、効果的な創業支援を行える者をインキュベーションマネージャー（以下「ＩＭ」という。）として配置すること。
　⑶　ＩＭが行う業務のサポート

　　　ＩＭの役割として、次に掲げる事項を実施させるものとし、当該業務が適切に行われるようにサポートすること。

　　①　使用者に対する定期的なヒアリング・面談に関すること。

　　②　使用者の抱える課題等に対する助言・指導に関すること。

　　③　使用者の事業計画の進捗状況の管理や各種支援の実施に関すること。

　　④　使用者同士やサポート室卒業企業（者）等との交流の企画・運営に関すること。

　　⑤　サポート室卒業企業（者）の追跡調査とフォローアップに関すること。

　　⑥　市内外の企業・個人事業者等とのマッチングに関すること。

　　⑦　使用者への助言等に必要と認められる調査に関すること。

　　⑧　本市における創業や起業に係る機運の醸成に関すること。

　　⑨　上記①から⑧までに係る活動実績報告書等の作成・提出に関すること。

　⑷　アシスタント機能の配置及び役割

　　　上記⑶のＩＭの事務を補助するため、アシスタント機能として、平日（月曜日から金曜日で祝日を除く）の９時から１７時まで、常駐、又は、オンライン対応やスマートロック等のICT技術を活用することにより同等以上の体制を構築すること。（ただし、１２月２９日から１月３日は除く）
　⑸　「みやざき創業サポート事業」の周知

　　　本事業の周知を図るため、サポート室の概要や使用者の実施する事業内容等を取りまとめたチラシ、パンフレット等の作成やホームページの整備に関すること。

　　　

　⑹　成果報告会の実施
　　　年に２回程度、会員によるビジネスプラン発表を行い、事業周知による新会員及び

支援者の発掘や機運醸成に繋げること。

　⑺　情報共有について

　　　委託業務の進捗状況や課題等の情報の共有を行うとともに、発注者である宮崎市に月に１回程度の会議開催又は報告書を提出すること。

　⑻　その他

　　　本業務の目的を達成するために必要な業務に関すること。
４　業務報告
　　受注者は、毎月１５日までに、前月の支援状況を発注者に提出すること。

５　現地調査・委託料の返還

　⑴　現地調査

　　　発注者は、必要に応じて施設、物品、各種帳簿等の現地調査を行うことができる。

　⑵　委託料の返還

　　　発注者は受注者に対して、次の事例が発生した場合には、委託契約額の一部又は全部を返還させる権利を有する。

　　①　委託業務の実施に当たり委託契約書及び本仕様書に定める事項に反した場合

　　②　創業者がゼロなど著しく成果が得られない場合

６　疑義

　　この仕様書に記載のない事項またはこの仕様書について疑義が生じたときは、発注者及び受注者が協議して決める。

７　提出書類

　⑴　成果品

　　　受注者は、毎年度終了後、速やかに次の内容を記載した成果物を発注者に提出すること。

　　①　ＩＭの活動状況報告書（週報又は月報）

　　②　ＩＭの活動実績報告書（ヒアリング・面談等の内容、創業や起業に係る機運の醸成に資する活動実績及びその内容等）

　　③　創業実績及び事業の成果について

　　④　創業相談及び経営指導業務に関する概要（相談内容や対応等について記載）

　　⑤　事業実施期間及び実施した事業内容

　　⑥　サポート室の入出管理に関する状況報告

